チャランケ通信　第102号　2015年3月9日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　世の中は啓蟄を過ぎ、河津桜も満開で、いよいよ春がそこまで近づいてきた気がする今日この頃である。
政治とカネ、どこまで拡がるのだろうか、強まる政治不信
　さて、政治の方がとても気になる。一番の気がかりは安全保障関係なのだが、とりあえずはスキャンダルに眼が行く。最近の「政治家とカネ」の不祥事には、やや驚きを感ずるほど問題の拡がりを見せ始めている。時の総理や野党第一党の党首までもが、補助金を受けていた企業からの政治献金を受けていたことが判明した。おそらく、それらは氷山の一角であり、調べをより進めれば、相当の国会議員が補助金を受けている企業・団体からの政治献金を受けてきたと思われる。
余談ではあるが、約10年前の2004年「団子三兄弟」ならぬ「年金未納三兄弟」を菅民主党代表(当時)が追及したところ、自らも「未納」が発覚(とはいえ、最終的に菅代表の未納問題は、厚労省のミスが原因であったことが判明)したため、代表辞任に至ったのだが、これ以降の「国会議員の年金未納問題」が、与野党問わず一気に広がって行った事によく似ている。今回は、古くて新しい企業・団体献金問題である。
　この政治とカネの問題、とりわけ補助金との関係について考える時、古典的著作書かれた著者を思い出す。朝日新聞の記者で論説委員や後のテレビ朝日の社長を歴任された広瀬道貞氏であり、1981年に朝日新聞社から出版されたその著作名は、ずばり『補助金と政権党』である。この著作の中で、農林省所管の公共事業である農業構造改善事業を取り上げ、補助金の支出された市町村における参議院選挙の結果に注目している。そこでは、農業構造改善事業をバックにして当選した自民党公認の全国区選出参議院議員の市町村別の得票率とその市町村への補助金支出金額が、見事に相関している事実を指摘し、政・官・業の構造的癒着を炙り出しておられたことを何故かしっかりと記憶している。以来、補助金と言う名称は、ネガティブなものとして捉えられやすく、政治家の政治資金との連動を断ち切るべきだ、として政治資金規正法にも規制され、今日に至っているのだ。
　補助金はもちろん、租税特別措置も含め、適用企業名を公表せよ
問題は、予算書に於いてどの企業がどれだけの補助金の支給を受けているのか、が明確になっているわけだが、それらが十分に公開されていないため、献金を受けた政治家も知らなかった、と言い訳で逃れることがやり易いのだ。もし、補助金を受けている企業・団体が、交付を受ける際に政治家への寄付は政治資金規正法などによる罰則があることをきちんと明示し、後の会計検査院の検査や企業に対する公認会計士などによる監査で、きちんと問題を指摘させるよう法や規則の改正を進める必要がありそうだ。願わくば、各政治資金を得ようとする政治家に対して、その年に補助金の適用を受けた企業・団体名一覧を配布してはどうだろう。言い逃れは出来まい。
　さらに、かねてよりこの通信でも指摘し続けている租税特別措置による法人税などの減免を受けている企業に関しても、租税特別措置の大部分は法人や団体に対する補助金と同じものなのであり、早く租税特別措置透明化法の改正によって適用企業・団体を公表していくべきである。補助金ではなく租税特別措置の適用される企業・団体は、若し政治家が適用企業・団体から政治献金を得たとしても、その企業・団体名が明らかでない故、政治家としてもどうしようもない、と言えるわけだ。
　根本的には、企業・団体献金の全面禁止に向けて、それぞれの政党が覚悟を決めて努力していく以外に道はないし、民主主義成熟の道でもある。今ではかなりきちんと整備されたと言われ、日本のモデルにもなっているイギリスだが、約150年以上も前の「政治とカネ」の問題は、今の日本などとは比べようもなく腐敗・堕落していたと言われている。その改革への道のりから、われわれもしっかりと学んでいく必要がありそうだ。やはり、最後は民意の問題なのであり、国民のレベルに政治のレベルがあるわけで、国民の意識以上のモラルを政治家に求めるのは、なかなか難しいことなのだろう。
政治資金による経済界の政界コントロール、現代民主主義の欠陥
　ここで考えてみたいのは、企業側は何故政治家への「政治献金」を出すのだろうか。かつては、米ソの冷戦構造が厳然として存在し、社会主義を目指す政治勢力も大きな影響力を持ってきたことは事実だろう。だが、今日冷戦が終焉し、市場経済をどうコントロールしていけるのかと言う点で、政党間での違いはあるにしても、もはや革命を通じて私有財産の国有化などを考えている政治勢力は、全くと言っていいほど存在していないと見ていい。そうであれば、かつての時代と違って経済界は、企業・団体献金を何のために行うのだろうか。理屈では、それぞれの政党の政策評価をして、自分たち経済界に近い政党、即ち自民党に大部分の政治献金を支出しているのだが、企業の株主の中には政治献金を特定の政党に支出することに異議を唱える方もいるはずである。
企業は、自分たちの利益拡大にとって役に立つが故に政党や政治家への政治献金を進めていく、としか株主に説明はつくまい。やはり、民主主義の観点からも企業・団体献金の廃止こそが、「政党助成金」導入の際の約束であり、苦しいかもしれないが、その約束を実行する以外にあるまい。補助金や租租税特別措置の実現を特定の政党や政治家たちにお願い(請託)し、政党や政治家はそれらの団体や企業からの要請を受け(受託)てその実現方に走り、その間を各主管官庁が取り持つという、先の『補助金と政権党』の当時と全く変わらない構造が厳然と存在していることは、一刻も早く是正すべきである。
経済界の御用専門家を発掘・育成し、審議会に途用する現実

テレビのコマーシャル、新聞の広告費への圧力が
　もっと恐るべきは、政治家だけでなく「専門家」と称する大学教授や民間シンクタンクのエコノミスト・専門家の中から、自分たち経済界にとって都合の良い見解を述べている者を発掘・引き上げ・支援し、テレビやラジオ・新聞などマスメディアで活躍し始め、経済界に有利になるような宣伝・煽動を繰り返させている。経済問題や社会保障問題などは、制度の仕組みが複雑で国民の大多数の方たちには、分かりやすく説明してくれるテレビの番組などの解説者・コメンテーターの一言の方が、大きな影響力を持ってくる。つまり、自ら情報を調査・分析し価値判断していく努力・時間がない多くの方たちにとって、安直な方法ではあるがコメンテーターや解説者の一言こそが大きな影響力を持ってしまうのだ。テレビはコマーシャルで、新聞は広告費で多く賄われており、その提供者である経済界・企業側の力が強くなっていることは周知の事実であろう。
最近のNHKはどうなっているのか、籾井勝人氏は会長資格なし
　そのように考えると、NHKの会長問題はまことに深刻な問題である。NHKの会長である籾井勝人氏は、国会や民主党の専門部会でのやり取りを通じて、まことに問題発言を繰り返してきた。特に今国会で、先頭に立って追求してきた民主党階衆議院議員と中島岳志北海道大学教授が、最新の週刊『金曜日』3月6日号で対談し、籾井会長が如何にNHKの会長としての資質を欠いているのか、生々しく述べられており、階議員は、「今後とも籾井会長を辞めさせるまで戦う」と宣言しておられる。人事権は総理が任命し、国会の同意人事となっているだけに、なかなか厳しいのだが、是非とも頑張って欲しい。ちなみに、次に掲げる「NHK会長の資格6要件」なるものが、2013年11月26日の第8回指名部会合意として文章化されている。いずれの項目に対しても、籾井会長は失格である。
　　(NHK会長の資格6要件)

1 NHKの公共放送としての使命を十分に理解している
2 人格高潔であり、広く国民から信頼を得られる

3 政治的に中立である

4 構想力、リーダーシップが豊かである

5 社会環境の変化、新しい時代の要請に対し、的確に対応できる経営的センスを有する

6 業務遂行力があり、説明力がある
上村達男NHK経営委員会委員長代行、「籾井会長は放送法違反だ」
ただ、階議員が罷免権のある経営委員会が、籾井会長の資質問題について1年以上も放置してきた、という指摘については、やや補足しておく必要がある。と言うのは、今年3月3日付けの朝日新聞に、2月末まで経営委員会委員長代行であった上村達男早稲田大学教授がインタビューに登場され、
「最近のNHKの籾井会長の発言は、政府の姿勢におもねるもので、放送法に違反します。放送法に反する見解を持った人物が会長を務めているという事です」
と断じておられる。でも、3年間の任期中の発言ではないのではないか、と言う指摘がされそうであるが、昨年の3月11日の第1209回経営委員会の議事録の中で、議題が終了した後で、上村経営委員長代行は次のような趣旨の意見を述べておられる。
　　「(上村)　　(前略)　私は、会長が就任会見であのような発言をされましたが、まだNHKのことを分かっていらっしゃらないので、分かっていただくためにできることはないかなと思ってきました。私は、代行として経営委員長を支えるという立場に徹すると思ってやっていたのですが、一経営委員として、感想や意見を一言も言わないのは、私が今までやってきた仕事の事からすると本能に反することなので、やはり申し上げざるを得ないと思い、議事録に乗ることを前提にして申し上げたいと思います。」

　と断ったうえで、問題となった「国際放送について」の発言や「特定秘密保護法について」の発言などについて、
　　「この種の発言は、NHKのトップとして中身そのものが間違っているわけです。取り消そうが取り消せまいが、公の場であろうがなかろうが、個人の見解は変わっていないとおっしゃる中にそれらが入っているとすれば、とんでもないことだと思います。又、従軍慰安婦や総理大臣の靖国参拝について、いろいろな意見があることは確かです。会見と言う公の場で言ってはいけないのであれば、NHK内部その他であれば行ってもいいのかと言うと実はそれもいけないのです。(略)」

　以下、NHKの会長という立場をしっかりと理解すべきだし、更に「ガバナンス」の問題についても、経営委員会に対する理解などきちんとされていないことなどを厳しく指摘されていたのである。籾井会長は、このような内部の意見に対して耳を傾けることなく、ひどい醜態をさらしながら今日に至っているのだ。もう、お辞めになるのが一番必要なことだと思われるのだが、いかがだろうか。

　まだまだ、政治に対して申し上げたいことは山ほどあるのだが、それらは次回に譲りたい。
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